
第３章 水防活動について 

３.１水防法 

本節では、水防活動について整理する。水防活動は主に水防団によって行われる。

水防団は水防法（昭和 24 年 6 月 4 日法律第 193 号）第 5 条の規定により設置される

水防に関する防災組織である。同法によれば、水防管理団体（水防の責任を有する市

区町村、又は水防に関する事務を共同に処理する市区町村の組合、若しくは水害予防

組合）は水防団を置くことができるとし、都道府県知事が水防上公共の安全に重大な

関係のある水防管理団体と指定した場合は、水防団を置かなければならないとしてい

る。消防機関とともに水防管理団体の指揮下で行動する。  

 

 

 

水防団を構成する水防団員は、非常勤の特別職地方公務員である。国土交通大臣、

都道府県知事又は水防管理団体である市町村長の命令を受け、水防団長の指揮により

任務にあたり、水害から地域住民を救助するのが主な任務である。具体的活動として

は、河川の増水や決壊に対して土嚢を積んで予防に努める他、浸水した地域の被災者

救出を主な任務としている。出水期前には洪水に備えた水防工法の訓練を行う。  

 

図 3.1.1 に水防法の概要を示す。実務上は水防管理団体の長は市町村の首長が務め

ている。現在、約 1850 団、約 90 万人の団員が存在するが、消防団員が水防団員を兼

ねている場合が多く、豪雨災害の危惧が高まる中、水防団員数は減少傾向と高齢化傾

向にあると言われている。そこで、水防法の一部改正が行われ、平成 25 年 7 月 11 日

より施行されている。図 3.1.2 群に国土交通省水管理・国土保全局から公開されてい

る資料を示す。同資料によれば改正のポイントは以下のとおり。 

 

①  水防計画に基づく河川管理者の水防への協力 

②  浸水想定区域内の地下街、高齢者等利用施設、大規模工場等における自主的な避

難確保・浸水防止の取組の促進 

③水防協力団体の指定対象を拡大し、建設会社等の民間企業や大学、自治会、ボラ

ンティア団体との連携   
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図 3.1.1 水防法の概要  

    出典：国土交通省 水管理・国土保全ＨＰより  
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図 3.1.2 群 平成 25 年 改正水防法のポイント その 1 

   （資料出典；国土交通省水管理・国土保全局）  
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図 3.1.2 群 平成 25 年 改正水防法のポイント その 2 

   （資料出典；国土交通省水管理・国土保全局）  
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図 3.1.2 群 平成 25 年 改正水防法のポイント その 3 

   （資料出典；国土交通省水管理・国土保全局）  
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図 3.1.2 平成 25 年 改正水防法のポイント その 4 

   （資料出典；国土交通省水管理・国土保全局）  
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３.２ 重要水防箇所 

水防活動を効率的に行う為に、重点的に巡視点検が必要な箇所を「重要水防箇所」

として予め定められている。表 3.2.1 に重要水防箇所の評定基準を示す。この評定基

準に基づき、国や地方自治体が管理している河川について、重要水防箇所が定められ

ている。越水による破堤防止に着目すると、「堤防高」に懸念がもたれる箇所が対象と

なる。例として図 3.2.1 に淀川河川の重要水防箇所（堤防高）の分布図を、図 3.2.2

に淀川水系淀川・宇治川・木津川・桂川の浸水想定区域図を示す。図 3.2.3 には、矢

部川水系水防情報図の一部抜粋を示す。図 3.2.4 には某地方自治体の重要水防箇所・

箇所別調書の例を示す。この例では対策工として「表シート張り（表のり洗掘防止）」

が想定されている。  
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表 3.2.1 重要水防箇所評定基準  
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図 3.2.2 淀川水系 淀川・宇治川・木津川・桂川 浸水想定区域図  

     （出典：国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所ＨＰ）  
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３.３ 既往の水防工法 

図 3.3.1 に従来から行われて来た水防工法を示す。図に示すように大きく 5 つに分

類される。これに示すように従来の水防工法には、越水時の破堤防止を目的とした工

法はない。  

 

〈主な水防方法の分類（種類）〉  

1.  深掘れ（洗掘）対策  

2.  漏水対策  

3.  水のあふれ（越水）対策  

4.  亀裂対策  

5.  斜面の崩れ（崩壊）対策  
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図 3.3.1 水防工法の種類  

    出典：時代に即した水防工法、工法選定と作成の手引き  

       第１回改訂版 Ｈ 18 年 国土交通省中国地方整備局  
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